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我が国事業者におけるキャッシュレス決済サービスの利用実態：

導入が経営成果に与える影響の調査☆

中　岡　孝　剛　・　藤　原　賢　哉　・　鞆　　　大　輔

要旨　本稿では，２０２１年１１月１６日から２０２１年１１月２２日にかけて実施された『事業者のキャッ

シュレス決済サービスの利用実態ならびに経営成果に関する調査』について報告する。また，

当該調査で取得されたサンプルを利用して記述統計による分析を実施する。主な結果として，

第１に，キャッシュレス決済の導入による効果として経費削減は認められず，売上高の増加

に資するような効果も認められないこと，そして第２に，約６割の事業者がキャッシュレス

決済の導入による生産性の向上を認めていないことの２点を発見している。

キーワード　キャッシュレス決済サービス，経営成果

原稿受理日　２０２２年１月１１日

Abstract　We conducted survey research“Survey on Usage of Cashless Payment 

Services and its Impacts on Management Performance in Japanese Businesses”from 

November １６, ２０２１, to November ２２, ２０２１.　This paper introduces the survey and 

shows descriptive statistics using a sample obtained to reveal the effects of usage 

level of cashless payments on the businesses’ management performance.　We find 

two main results.　Firstly, as an effect of introducing cashless payment, no cost re-

duction and no contribution to an increase in sales are recognized by businesses.　

Secondly, about ６０％ of businesses do not recognize the improvement of productivity 

as a result of introducing cashless payments.

Key words　Cashless Payment Services, Management Performance

☆　本稿は研究プロジェクト「キャッシュレス決済の導入が事業者の生産性向上に及ぼす効果の検
証（日本生産性本部生産性研究助成）」の研究成果である。
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１．は　じ　め　に

２０１８年４月に経済産業省から公表された「キャッシュレス・ビジョン」（以下，経済産

業省（２０１８））では，我が国のキャッシュレス決済比率の低さを指摘している。キャッシュ

レス決済とは，文字通りお札や小銭などの現金の使用を伴わない決済手段のことであり，

クレジットカード，デビットカード，交通系電子マネー（プリペイド式），QR コード決済

などのスマートフォン決済が主な手段である。同（２０１８）では，我が国の生産性向上のた

めには，キャッシュレス決済比率を高める必要があることを指摘し，２０２５年までにキャッ

シュレス決済の比率を４０％とする目標が掲げられた�。

このような背景もあり，国のキャッシュレス・ポイント還元事業や自治体が実施した還

元事業の効果検証においても，消費者のキャッシュレス決済利用率の向上がクローズアッ

プされることが多い印象である。学術研究においても，キャッシュレス決済を選好する消

費者の属性についての研究など，消費者側の要因に注目した研究が多い（例えば，Wakamori 

and Welte（２０１７）や藤原（２０２１）などを参照）。

しかし，キャッシュレス決済の普及には，消費者だけでなく，事業者側の利用率の向上

が必要であることは言うまでもない。消費者の利用が進んだとしても，利用する場が少な

くなれば，結果としてキャッシュレス決済は社会全体に普及しないであろう。また，事業

者側がキャッシュレス決済サービスの導入によって，何らかの付加価値，すなわち，導入

コストを上回る経営成果を享受しない限りは，利潤 大化を目指す事業者にとって，持続

可能な決済サービスとはならないであろう。キャッシュレス決済サービスの導入が事業者

によってどのような経営成果をもたらすのか，実証的な検証が急務である。近年では経済

産業省（２０２１）が全国の１１８９の事業者に対してキャッシュレス決済の利活用に関する WEB 

調査を実施しているが，筆者の知る限りこれ以外の本格的な調査は存在していない。

そこで本稿では，２０２１年１１月１６日から２０２１年１１月２２日にかけて WEB アンケートで実施

された『事業者のキャッシュレス決済サービスの利用実態ならびに経営成果に関する調査』

（以下，本調査）の結果を紹介する。本調査は，我が国の事業者（加盟店）におけるキャッ

シュレス決済サービスの実態を把握し，その決済サービスの導入が事業者の経営成果に及
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�　経済産業省（２０１８）によれば，我が国の２０１５年時点のキャッシュレス決済比率は１８.４％であり，
韓国８９.１％や中国６０.０％など比べて相対的に低い水準にある。キャッシュレス推進協議会（２０２１）
の調査によれば，我が国の同比率は２０１９年時点で２６.８％と上昇がみられるものの，依然として諸
外国と比べるとキャッシュレス決済の普及が遅れていると言えよう。
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ぼす影響について解明することを目的に実施されている。本稿では簡単な記述統計による

分析を行うことで，我が国おけるキャッシュレス決済サービスの利用実態とその導入が経

営成果にもたらす影響を明らかにする。

本稿の構成は以下の通りである。第２節では本調査の概要について，アンケートの実施

方法と分析対象となるサンプルの説明を行う。また，サンプルの基本的な属性について確

認を行う。第３節では，キャッシュレス決済サービスの現状と導入による経営成果につい

て整理したうえで，我が国事業者から見たキャッシュレス決済サービスの導入にかかわる

課題点を明らかにする。第４節では本稿のまとめを行い，今後の研究課題について議論す

る。

２．本 調 査 の 概 要

　２.１　本調査の実施方法と対象

本調査はマクロミル社のモニター会員向けの WEB 調査によって実施した。実施期間は，

２０２１年１１月１６日から２０２１年１１月２２日までの７日間である。アンケートの調査項目について

は補足資料Ａを参照されたい。

また分析の目的から，サンプリングの対象を次のように限定している。

サンプル選択基準

�　マクロミル社の回答者属性で業種が「飲食店」，「サービス業」，「医療業」，そして

「卸売・小売業」の回答者に限定

�　マクロミル社の回答者属性で職業が「経営者・役員」の回答者に限定

�　キャッシュレス決済サービスの導入に関する担当者あるいは導入に関する決定権を

持つ回答者に限定

　本調査の実施目的は，我が国事業者のキャッシュレス決済サービスの導入状況とその経

営成果の解明である。したがって，分析対象のサンプルを潜在的なキャッシュレス決済

サービスの導入需要が大きいと思われる B to C の業種に限定した（サンプル選択基準�）。

さらに，会社経営者としてキャッシュレス決済サービス導入による経営成果を把握してお

り（サンプル選択基準�），その導入判断に携わっている回答者に限定した（サンプル選

択基準の�）。
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　一方で，会社経営者でなくとも，キャッシュレス決済サービスの導入判断に携わり，そ

の経営成果について理解している社員も存在する可能性がある。そこで，上記のサンプル

選択基準でサンプルの抽出を行ったのち，サンプル選択基準�を「マクロミル社の回答者

属性で職業が「会社員」ならびに「自営業」の回答者に限定」として追加のサンプリング

を行った。抽出の結果，サンプルサイズは５７５となっている。以下の表１はサンプル選択

基準ごとにサンプルの構成を示している�。

　表１のパネルＡはサンプルの業種構成を示している。飲食業，サービス業，卸売・小売業

がそれぞれ３割程度となっている。医療業については，近年キャッシュレス決済の導入が進

んでいるが，サンプルでは５％程度にとどまっている。パネルＢは職業で見たサンプルの構

成を示しており，多くが「経営者・役員」の回答者であることが示されている。したがって，

前述の会社員に対する追加のサンプリングを実施したとしても，サンプル構成に本質的な変

化を及ぼしていないことが示されている。パネルＣはキャッシュレス決済の導入に関与して

いるかについてみたサンプル構成である。キャッシュレス決済サービスの導入に関して「担

当者で，決定権がある」が６９.９％と「担当者ではないが，決定権がある」が２４.５％となって

おり，９
　

 割程度のサンプルが導入に対して決定権のある回答者となっている。 
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�　なお，サンプルの地理的分布については補足資料Ｂを参照して頂きたい。

表１　サンプル構成

注：サービス業には，「旅館」，「その他宿泊所」，「娯楽業」，そして「その他」が含まれる。また卸売・
小売業には，「食料・飲料（酒類を除く）」，「酒類」，「衣類・繊維製品」，「石けん・合成洗剤・医薬品・
化粧品」，「日用品」，そして「その他」が含まれる。

パネルＡ：業種分類

割合観測値数業種

　３２.５％１８７飲食店

　３０.６％１７６サービス業

　５.６％　３２医療業

　３１.３％１８０卸売・小売業

１００.０％５７５合計

パネルＢ：職業

割合観測値職業

　９２.７％５３３経営者・役員

　５.４％　３１会社員

　１.９％　１１自営業

１００.０％５７５合計

パネルＣ：キャッシュレス決済サービスの導入への関与

割合観測値キャッシュレス決済への導入関与

　６９.９％４０２担当者で，決定権がある

　５.６％　３２担当者だが，決定権がない

　２４.５％１４１担当者ではないが，決定権がある

１００.０％５７５合計
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２.２　サンプルの基本属性

　本節では，本調査で抽出したサンプルの基本属性についてみていきたい。表２は回答者

が勤めている会社の形態についてまとめたものである。独立系の会社あるいは個人事業主

が全体のおよそ９割を占めている。その他を選択している回答者がわずかに存在するが，

これには NPO 法人などが含まれている。表１のパネルＣと表２の結果から，多くの回答

者が独立的に事業を経営しており，キャッシュレス決済サービスについても導入の是非を

判断していると考えられる。

　表３は経営者の属性について年齢と性別の観点からまとめたものである。性別に関係な

く，経営者の年齢層としては，５０代が も多くなっている。しかし，女性の経営者に着目

すると，男性の経営者よりも若い年齢層（３０第未満）や高齢層（７０代以上）の割合がやや

高くなっており，幅広い年齢層の経営者が存在していることがうかがえる。

　表４のパネルＡからパネルＣは営む事業の基本的な属性によってサンプルの特徴を整理

したものである。ここでは，従業員規模，売上規模（年商），社齢（創業からの年数），そ

して商品・サービスの主な購入者層（客層）について整理を行った。まずパネルＡは従業

員数でサンプルの構成を見たものである。結果をみると，９
　

 割弱の回答者の勤め先企業が
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表２　勤め先の会社形態

割合観測値数会社形態

１０.６％６１親会社の子会社ならびにフランチャイズ店

８８.２％５０７独立系の会社あるいは個人事業主

１.２％７その他

１００.０％５７５合計

表３　経営者の年齢と性別

合計経営者の年齢

８０代以上７０代６０代５０代４０代３０代２０代１０代性別

５１０４１７１４０１９１１２８２５５０
男性

（１００.０％）（０.８％）（３.３％）（２７.５％）（３７.５％）（２５.１％）（４.９％）（１.０％）（０.０％）

６５３３１７１９１０１１２０
女性

（１００.０％）（４.６％）（４.６％）（２６.２％）（２９.２％）（１５.４％）（１６.９％）（３.１％）（０.０％）

５７５７２０１５７２１０１３８３６７０
合計

（１００.０％）（１.２％）（３.５％）（２７.３％）（３６.５％）（２４.０％）（６.３％）（１.２％）（０.０％）

注：表中の括弧内は行和を１００％としたときの割合を表示している。
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１００人未満の従業員数となっており，中小企業あるいは小規模企業の定義に該当する会社

である�。とくに，５
　

 人未満の回答は４２.８％と大半を占めており，本調査のサンプルは小規

模企業でその多くを構成していることがうかがえる。 
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注：表中の括弧内は累積の割合を示している。

表４　事業に関する基本的な属性

�　中小企業基本法の定義によれば，従業員数の基準として，卸売業は１００人以下，小売業は５０人
以下，そしてサービス業は１００人以下の場合に中小企業者とみなされる。また，これらの業種に
おいて，従業員数が５人以下の場合には小規模企業とみなされる。

パネルＡ：従業員規模

割合
観測
値数

従業員数

（４２.８％）４２.８％２４６５人未満

（５８.４％）１５.７％９０５人以上～１０人未満

（６５.７％）７.３％４２１０人以上～１５人未満

（７０.６％）４.９％２８１５人以上～２０人未満

（７４.８％）４.２％２４２０人以上～３０人未満

（７９.１％）４.３％２５３０人以上～４０人未満

（８３.１％）４.０％２３４０人以上～５０人未満

（８７.７％）４.５％２６５０人以上～１００人未満

（９３.２％）５.６％３２１００人以上～２００人未満

（９５.０％）１.７％１０２００人以上～３００人未満

（１００.０％）５.０％２９３００人以上

１００.０％５７５合計

パネルＢ：売上高規模

割合
観測
値数

売上高（年商）

（２.６％）２.６％１５１００万円未満

（４.２％）１.６％９１００万円以上～２００万円未満

（８.２％）４.０％２３２００万円以上～５００万円未満

（１４.４％）６.３％３６５００万円以上～１,０００万円未満

（２２.３％）７.８％４５１,０００万円以上～１,５００万円未満

（２８.０％）５.７％３３１,５００万円以上～２,０００万円未満

（３５.８％）７.８％４５２,０００万円以上～３,０００万円未満

（４０.９％）５.０％２９３,０００万円以上～４,０００万円未満

（４５.６％）４.７％２７４,０００万円以上～５,０００万円未満

（９４.８％）４９.２％２８３５,０００万円以上

（１００.０％）５.２％３０わからない

１００.０％５７５合計

パネルＣ：社齢

割合
観測
値数

社齢

（１.９％）１.９％１１１年未満

（４.５％）２.６％１５１年以上～２年未満

（１０.１％）５.６％３２２年以上～４年未満

（２３.５％）１３.４％７７４年以上～１０年未満

（４５.４％）２１.９％１２６１０年以上～２０年未満

（６２.３％）１６.９％９７２０年以上～３０年未満

（７３.４％）１１.１％６４３０年以上～４０年未満

（８０.７％）７.３％４２４０年以上～５０年未満

（１００.０％）１９.３％１１１５０年以上

１００.０％５７５合計

パネルＤ：商品・サービスの主な購入者層（客層）

割合
観測
値数

客層

（０.９％）０.９％５１０代

（６.３％）５.４％３１２０代

（２３.３％）１７.０％９８３０代

（５９.０％）３５.７％２０５４０代

（８１.０％）２２.１％１２７５０代

（１００.０％）１９.０％１０９６０代以上

１００.０％５７５合計
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　パネルＢは売上規模でサンプルの構成をみたものであり，年商が５,０００万未満は全体の

４５.６％となっている。PayPay などのコード決済事業者は，売上高１０億円未満の中小企業

や個人事業主に対して決済手数料を無料化していたが，本調査のサンプルの少なくとも約

半数がこの対象となっていると考えられる。加えて，売上高５,０００万円以上のサンプルにお

いても，売上高１０億円未満である企業が多く含まれていると考えられる。

　パネルＣは社齢でサンプルの構成を見たものである。これをみると，１０年以上の社齢を

持つサンプルが全体の７６.５％となっており，サンプルの多くの企業は成熟期を迎えた事業

内容を持つと考えられる。この点は経営者の年齢の分布と整合的な結果となっている。一

方で，社齢が４年未満の創業間もない企業（全体の１０.１％）もサンプルに含まれている点

は興味深い。

　 後にパネルＤは，商品・サービスの購入者の主な年齢層でサンプルの構成をみたもの

である。４０代をターゲットした事業を営む企業が３５.７％と も多く，次に５０代の２２.１％，

そして６０代の１９.０％と続いている。この結果から，本調査の企業がターゲットとする主な

客層は比較的年齢層が高いことがうかがえる。

　つぎに表５は，回答者が勤務する企業の資金繰りの状況と直近の業績について整理した

ものである。直近の業績については，２０２０年度と２０２１年度の業績の見通しについて回答で

ある。２０２１年度の業績が“見通し”となっているのは，本調査の調査開始時点である２０２１
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表５　資金繰りと業績

２０２０年度の実績と２０２１年度の業績の見通し

合計わからない
２期連続

赤字
黒字から

赤字に転落
赤字から

黒字に転換
２期連続

黒字
資金繰りの良さ

７９３５９５３９とても悪い
（１３.７％）（７.１％）（３１.４％）（７.８％）（４.８％）（４.１％）

１０２５５９１５９１４やや悪い
（１７.７％）（１１.９％）（３１.４％）（２３.４％）（１４.３％）（６.４％）

２３６２４５６３４３４８８良くも悪くもない
（４１.０％）（５７.１％）（２９.８％）（５３.１％）（５４.０％）（４０.４％）

８６３１１８１０５４やや良い
（１５.０％）（７.１％）（５.９％）（１２.５％）（１５.９％）（２４.８％）

６４１３２７５１とても良い
（１１.１％）（２.４％）（１.６％）（３.１％）（１１.１％）（２３.４％）

８６０００２
わからない

（１.４％）（１４.３％）（０.０％）（０.０％）（０.０％）（０.９％）

５７５４２１８８６４６３２１８
合計

（１００.０％）（１００.０％）（１００.０％）（１００.０％）（１００.０％）（１００.０％）

注：表中の括弧内は列和を１００％としたときの割合を表示している。
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年１１月では業績が確定していないからである。

　表５を見ると，コロナ禍にも関わらず，２
　

 期連続黒字を達成している会社が全体の３７.９％

と も多い。一方で，２
　

 次期連続で赤字となった会社も３２.７％と多く存在しており，サン

プルにおける直近の業績はばらつきをもっていることがうかがえる。資金繰りについては，

赤字企業で若干の悪化傾向がうかがえるが，どの業績見通しでも「良くも悪くもない」の

回答割合が も高くなっている。このような結果の背景としては，コロナ対応の事業者向

けの助成金や融資（いわゆるゼロゼロ融資）の影響が考えられる。

３．キャッシュレス決済サービスの現状

　前節では本調査の実施方法ならびにサンプリングの基準について説明したうえで，回答

者が営む事業の基本的な属性について整理を行った。結果として，本調査で抽出したサン

プルは，上記のサンプル選択基準で示した特徴に加えて，以下のような特徴を持つと考え

られる。

本調査サンプルの主な特徴

�　独立系の会社あるいは個人事業主

�　経営者の年齢は４０代から６０代で男性が多い

�　従業員数が１００人未満の中小企業で，そのうちの大半は５人未満の小規模企業

�　社齢が１０年以上

�　主な客層は４０代以上

�　過去２年間の業績は企業によってばらつきがあるが，資金繰りはそれほど悪くない

　本節では，キャッシュレス決済サービスの現状について，導入状況ならびに導入による

経営成果の観点から整理を行う。

３.１　キャッシュレス決済サービスの導入状況

　図１はキャッシュレス決済サービスの導入状況について整理したものである。およそ半

数の企業が調査時点でキャッシュレス決済サービスを導入しているか，過去導入していた

と回答している。経済産業省（２０２１）の調査結果では，約７割の事業者が導入していると

回答しており，本調査の結果は同（２０２１）の結果よりもやや低い。 
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　表６は導入しているキャッシュレス決済サービスの種類と，将来的な導入予定について

整理している。導入済みのキャッシュレス決済サービスとしては，クレジットカードが

も導入率が高く（３６.２％），続いてコード決済（２３.３％），そしてデビットカード（１５.３％）

の順で導入率が高くなっている。

　将来の導入予定については，交通系電子マネーが２１.１％と も高い。意外にも近年導入が
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図１　キャッシュレス決済の導入状況

表６　種類別キャッシュレス決済サービスの導入状況と導入予定

合計
導入する

予定がある
導入する

予定はない
導入済みキャッシュレス決済の種類

５７５９２２７５２０８
クレジットカード

（１００.０％）（１６.０％）（４７.８％）（３６.２％）

５７５９０３９７８８
デビットカード

（１００.０％）（１５.７％）（６９.０％）（１５.３％）

５７５１０３３３８１３４コード決済（LINEPAY，PAYPAY
などの QR・バーコード決済） （１００.０％）（１７.９％）（５８.８％）（２３.３％）

５７５１２２３７２８１交通系電子マネー（PITAPA，

ICOCA，PASMO など） （１００.０％）（２１.２％）（６４.７％）（１４.１％）

５７５１１６３８６７３流通系電子マネー（WAON，
nanaco，楽天 Edy など） （１００.０％）（２０.２％）（６７.１％）（１２.７％）

５７５１１２４０１６２
その他の電子マネー

（１００.０％）（１９.５％）（６９.７％）（１０.８％）

注１：表中の括弧内は行和を１００％としたときの割合を表示している。
注２：「導入する予定がある」は「３カ月以内に導入予定」，「６カ月以内に導入予定」，「１年以内に

導入予定」，そして「導入の目途は立っていないが，将来的に導入したい」の選択肢の回答を
合計したものである。
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進んでいるコード決済については，導入予定の割合が低く，１７.９％にとどまっている。この

結果は，上記の本調査のサンプルを構成する企業の特徴である「�経営者の年齢は４０代か

ら６０代で男性が多い」や「�主な客層は４０代以上」を反映した結果であるかもしれない。

　この他，本調査では調査時点でキャッシュレス決済を導入している，あるいは過去導入

していたサンプルに対して，その導入に至った理由を尋ねている。図表の掲載は割愛する

が，その回答割合を見ると，「キャッシュレス・ポイント還元事業への対応のため」が３５.５％

と も高く，続いて「導入費用が無料であったため」が３３.８％，「高額決済に対応するた

め」が３０.１％で割合が高くなっている。一方で「感染症対策のため」については，１５.４％

と低い水準にとどまっている。この他，キャッシュレス決済サービス導入に付随する効果

を期待した導入理由である「テイクアウト・デリバリー・EC サイトでの販売を導入する

ため」や「店舗独自のクーポンの発行を行うため」についてもそれぞれ７.４％と１.０％と低

水準である。

　次に，表７はキャッシュレス決済サービスの種類別にその導入時期について整理したも
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表７　キャッシュレス決済の導入時期

合計
覚えていない・
知らない

２年よりも前
に 導 入 し た

（キャッシュ
レス・ポイン
ト還元事業期
間よりも前）

１年半～２年
前に導入した

（キャッシュ
レス・ポイン
ト還元事業期
間）

１年半以内に
導入した

キャッシュレス決済の
種類

２１３１２１６４１４２３
クレジットカード

（１００.０％）（５.６％）（７７.０％）（６.６％）（１０.８％）

１０３１０６５８２０
デビットカード

（１００.０％）（９.７％）（６３.１％）（７.８％）（１９.４％）

１５０９４９５０４２コード決済
（LINEPAY，PAYPAY

などの QR・バーコード決済） （１００.０％）（６.０％）（３２.７％）（３３.３％）（２８.０％）

９８１１４１１９２７交通系電子マネー
（PITAPA，ICOCA，

PASMO など） （１００.０％）（１１.２％）（４１.８％）（１９.４％）（２７.６％）

８９１２３８１６２３流通系電子マネー
（WAON，nanaco，

楽天 Edy など） （１００.０％）（１３.５％）（４２.７％）（１８.０％）（２５.８％）

８６２２３０１８１６
その他の電子マネー

（１００.０％）（２５.６％）（３４.９％）（２０.９％）（１８.６％）

注１：表中の括弧内は行和を１００％としたときの割合を表示している。
注２：「１年半以内に導入した」は「導入して，１

　
 カ月経っていない」，「１カ月～３カ月前に導入し

た」，「３カ月～６カ月前に導入した」，「６カ月～１年前に導入した」そして「１年～１年半前
に導入した」の選択肢の回答を合計したものである。
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のである。クレジットカードについては，キャッシュレス・ポイント還元事業（２０１９年１０

月から２０２０年６月まで実施）よりも前に導入されている傾向にあり，同還元事業期間中な

らびに期間後については導入が低調である。一方で，コード決済については，同還元事業

前の導入比率はそれほど高くなく，同還元事業期間中あるいは期間後の導入していること

がうかがえる。また，交通系電子マネーや流通系電子マネーは，導入数自体は少ないもの

の，１
　

 年半以内で導入が進んでいる。

　図２は決済全体に占めるキャッシュレス決済の比率のヒストグラムである。平均値は

３３.５２％となっているが，標準偏差は２７.３５％と大きく，サンプル内でのばらつきが大きい

ことが示されている。また表８はキャッシュレス決済の内訳に関する記述統計表である。
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図２　キャッシュレス決済比率の分布

表８　キャッシュレス決済の内訳

大値中央値小値標準偏差平均値観測値数キャッシュレス決済の種類

１００.０％８０.０％０.０％２９.９％７１.４％２６５クレジットカード

１００.０％５.０％０.０％１５.０％７.９％１２７デビットカード

１００.０％２０.０％０.０％２９.３％３０.５％１８０
コード決済（LINEPAY，PAYPAY

などの QR・バーコード決済）

１００.０％１０.０％０.０％１６.３％１１.７％１２２
交通系電子マネー（PITAPA，

ICOCA，PASMO など）

７０.０％５.０％０.０％１０.７％７.７％１１０
流通系電子マネー（WAON，

nanaco，楽天 Edy など）

１００.０％０.０％０.０％１４.４％６.５％１０８その他の電子マネー
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キャッシュレス決済のうち，クレジットカードによる決済が平均値で７１.４４％と も高く，

続いてコード決済が３０.５２％，交通系電子マネーが１１.６７％となっている。

　本節の 後に，キャッシュレス決済サービスの導入にかかわる費用の構造を見ておきた

い。表９のパネルＡは，キャッシュレス決済の導入に要する決済手数料の分布状況を示し

ている。決済手数料に関しては，キャッシュレス決済の種類によって若干の相違がみられ

るものの，「３％前半」が も割合が多くなっている。この結果は経済産業省（２０２１）の

調査結果と概ね整合的である。同（２０２１）が指摘しているように，キャッシュレス・ポイ

ント還元事業において，決済事業者の参加要件として決済手数料が３.２５％以下とした効果

が継続していると考えられる。

　しかし，コード決済については，同（２０２１）の調査結果では０％台が４３％と も高い割

合を示しているのに対して，本調査の結果では，「無料」ならびに「０％台」を合計して

も１０％に満たない割合となっている。また本調査の結果では，コード決済の手数料につい

ては「１％後半」についても１７.３％と高くなっている。このような結果の違いは，本調査

がコード決済事業者による決済手数料の有料化が実施されたあとの期間であることが影響

していると考えられる。

　表９のパネルＢは端末費用の分布状況を示している。クレジットカードやデビットカー

ド，交通系ならびに流通系電子マネーの端末費用がやや高い傾向あることが見て取れるが，

どのキャッシュレス決済手段においても「無料（POS 回収を含む）」が も高い割合を示

している。しかし，この結果は，回答者がすでに端末費用を回収し終えたことを理由に

「無料」と回答している可能性や，補助金などによって実質的に「無料」となっている可

能性もあり，初期投資として無料であったかどうか判断が難しいところである。 
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３.２　キャッシュレス決済サービスの導入による経営成果と課題

　前節では，キャッシュレス決済の導入状況について本調査の結果をもとに整理した。導

入にあたっては，「キャッシュレス・ポイント還元事業への対応のため」や「導入費用が

無料であったため」などの理由が多く，また決済金額全体に占めるキャッシュレス決済の

割合も平均値で３割程度と低いことが明らかとなった。本節では，キャッシュレス決済の

導入が経営成果に与える影響について整理したうえで，キャッシュレス決済サービスの利

用における課題について議論を行う。

　以下の図３は，キャッシュレス決済導入によって事業の生産性が向上したか否かの回答

を整理した結果である。この結果をみると，「かわらない」と回答した事業者は，全体の

５４.２％となっており，「むしろ低下した」や「むしろ大きく低下した」，そして「かわらな

い」を含めると，６５.６％もの事業者がキャッシュレス決済導入による生産性の向上を感じ

ていないことが示されている。経済産業省（２０２１）においても，「（キャッシュレス決済）

導入のメリットが不明 / 実感できない」と回答する事業者が多く，現時点では導入による

経営成果は顕著に表れていないと考えられる。

　より具体的な経営成果について，キャッシュレス決済の導入が良い効果を発揮できたか

否かを整理したものが表１０である。これを見ると，「非接触決済（感染症対策）の実現」

において，「少しあった」と「大きくあった」の回答割合の合計が５７.９％と も高くなって

おり，感染症対策への貢献はある程度認められている。一方で，「人件費の削減」ならび

に「決済時間の短縮」の「少しあった」と「大きくあった」の回答割合の合計は，それぞ
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図３　キャッシュレス決済導入による総合的な評価
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れ３２.４％と４９.８％となっており，「非接触決済（感染症対策）の実現」に比べると効果の認

知度は低い。長谷部（２０２０）でも指摘されているように，小規模な事業者では，現金決済

に伴うハンドリングコストはそれほど大きくなく，また１００％キャッシュレス決済に移行

しない限り，意味のある経費削減を行うことは困難であろう。本調査の結果は，これらの

経費削減がキャッシュレス決済導入による生産性向上の主たるドライバーにはなり得ない

ことを示唆している。

　この他，トップラインである売上高の増加に寄与すると考えられる「客単価の上昇」や

「リピート率の上昇」，そして「広告宣伝の効率化」についても効果はあまり認められてい

ない。

　 後に，キャッシュレス決済サービスの導入における課題についてみておきたい。表１１

はキャッシュレス決済サービスを調査時点で導入中のサンプル，過去に導入していたサン

プル，そして導入しておらず，今後も導入予定のないサンプルごとに抱いている課題を整

理したものである。導入中ならびに過去導入していた事業者のサンプルについては，「決

1136

表１０　キャッシュレス決済導入の効果

合計わからない大きくあった少しあった全くなかった経営成果

２９９３１２０７７１７１
人件費の削減

（１００.０％）（１０.４％）（６.７％）（２５.８％）（５７.２％）

２９９３２４５１０４１１８
決済時間の短縮

（１００.０％）（１０.７％）（１５.１％）（３４.８％）（３９.５％）

２９９３２５５１１８９４非接触決済（感染症対策）
の実現 （１００.０％）（１０.７％）（１８.４％）（３９.５％）（３１.４％）

２９９３５４６９４１２４
ペーパーレス化

（１００.０％）（１１.７％）（１５.４％）（３１.４％）（４１.５％）

２９９４０３０７８１５１
客単価の上昇

（１００.０％）（１３.４％）（１０.０％）（２６.１％）（５０.５％）

２９９５４２３８５１３７
リピート率の上昇

（１００.０％）（１８.１％）（７.７％）（２８.４％）（４５.８％）

２９９４６２６６９１５８
広告宣伝の効率化

（１００.０％）（１５.４％）（８.７％）（２３.１％）（５２.８％）

２９９４４２７７６１５２客層の変化（新規顧客の獲
得など） （１００.０％）（１４.７％）（９.０％）（２５.４％）（５０.８％）

２９９４０２９７９１５１国や自治体による還元政策
時の売上増加 （１００.０％）（１３.４％）（９.７％）（２６.４％）（５０.５％）

注：表中の括弧内は行和を１００％としたときの割合を表示している。
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済手数料が高い」が も高い割合を占めており（それぞれ４５.７％と３３.０％），導入後にキャッ

シュレス決済サービスのメリットに比べて，決済手数料の負担の重さを認識した結果が示

されているのかもしれない�。一方，導入予定がないサンプルにおいては，「客層に合わな

い」が４２.４％と も高い割合を示している。主な客層にキャッシュレス決済サービスが馴

染まないのであれば，事業者側で導入をしたとしても，利用されることはなく，導入の費

用だけを負担することになり，事業者にとって何らメリットはない。この点については，

過去導入のサンプルにおいても，「客層に合わない」の回答が２２.０％と比較的高く，同様の

傾向がうかがえる。

　したがって，これらの結果から，キャッシュレス決済サービスの導入が効果を発揮する

ためには，導入が売上高の増加に貢献する必要があり，その前提条件として，事業者の客

層にキャッシュレス決済サービスが合うことが求められると言えよう。

　つぎに，表１２はキャッシュレス決済に付随するサービスの利用状況，ならびに潜在的な

利用需要について整理したものである。表１２で示されているように，ごく少数の事業者に

おいて付随サービスの利用が行われているが，多くの回答者にとっては，今後活用の価値

があるか否かで回答した結果である点に注意が必要である。結果を見ると，決済手数料に

関係するサービスについての関心が比較的高いことがうかがえる。この結果は，前述の表

１１で示した結果と整合的である。 

1137

表１１　導入における課題

導入予定なし過去導入導入中
課題項目

割合観測値数割合観測値数割合観測値数

２４.４％７７３３.０％３３４５.７％１３３決済手数料が高い

８.５％２７１２.０％１２１５.５％４５入金サイクルが長い

７.９％２５１６.０％１６１５.１％４４オペレーションがかえって煩雑

９.８％３１８.０％８６.９％２０端末導入費用が高い

４２.４％１３４２２.０％２２７.９％２３客層に合わない

７.０％２２９.０％９８.９％２６トラブル時の対応など導入にかかわる
マニュアル作成が面倒

１００.０％３１６１００.０％１００１００.０％２９１合計

注：回答は複数選択が可能となっている。

�　本調査では，キャッシュレス決済の導入による良い効果ならびに事業の継続性を考えた時に，
決済サービスの導入に対して支払っても良いと考える対売上高の決済手数料についても尋ねてい
る。全体の４０.２％が「無料」，２２.３％が１％未満，１８.３％が「１％以上～１.５％未満」と回答してお
り，現状の決済手数料の水準とは大きな乖離がある。
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　この他，「地域の持続可能性を考慮した決済手数料の設定」や「地域の商圏・店舗集積

（ショッピングモールや商店街など）を考慮した決済手数料の設定」，そして「行政・業界

団体・地域金融機関との連携による手数料の一部負担」についても事業者の関心が高い。

政策的な観点からも，これらの点についてはすでに取り組みが始まっている。前者につい

ては，経済産業省による「地域におけるキャッシュレス導入支援事業」で推進が図られて

1138

表１２　キャッシュレス決済に付随するサービスの利用状況

合計
してみたいと

思う
してみたいと

思わない
すでに

している
付随サービス

５７５２００３２７４８
決済手数料の個別交渉

（１００.０％）（３４.８％）（５６.９％）（８.３％）

５７５２０４３４５２６柔軟な年商規模に応じた
決済手数料の設定 （１００.０％）（３５.５％）（６０.０％）（４.５％）

５７５２０５３４９２１利益率に応じた
決済手数料の設定 （１００.０％）（３５.７％）（６０.７％）（３.７％）

５７５１９４３５６２５売上金サイクルに応じた
決済手数料の設定 （１００.０％）（３３.７％）（６１.９％）（４.３％）

５７５１７８３７７２０地域の持続可能性を考慮した
決済手数料の設定 （１００.０％）（３１.０％）（６５.６％）（３.５％）

５７５１６０３９４２１地域の商圏・店舗集積（ショッ
ピングモールや商店街など）を

考慮した決済手数料の設定 （１００.０％）（２７.８％）（６８.５％）（３.７％）

５７５２１０３４１２４行政・業界団体・地域金融機関と
の連携による手数料の一部負担 （１００.０％）（３６.５％）（５９.３％）（４.２％）

５７５１６３３８９２３
決済手数料の算出期間の選択

（１００.０％）（２８.３％）（６７.７％）（４.０％）

５７５１３５４２１１９
決済手数料の繰り越し払い

（１００.０％）（２３.５％）（７３.２％）（３.３％）

５７５１４９４０８１８
短期運転資金の融資

（１００.０％）（２５.９％）（７１.０％）（３.１％）

５７５１３５４２２１８
決済者情報の開示

（１００.０％）（２３.５％）（７３.４％）（３.１％）

５７５１５０４０６１９決済データの利活用
（需要予測の提示など） （１００.０％）（２６.１％）（７０.６％）（３.３％）

５７５１３０４２７１８店舗配信サービス（マイスト
ア）への参加 （１００.０％）（２２.６％）（７４.３％）（３.１％）

５７５１４１４０８２６EC サイト（楽天，
PayPay モールなど）への参加 （１００.０％）（２４.５％）（７１.０％）（４.５％）

注：表中の括弧内は行和を１００％としたときの割合を表示している。
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おり�，後者については日本政策金融公庫が実施する「キャッシュレスを導入する中小・

小規模事業者むけの低利融資制度」がある。

４．まとめと今後の課題

　 終的なキャッシュレス決済が利用できる環境を整備するのは事業者（加盟店）である。

したがって，利潤 大化を目的とする事業者にとって，キャッシュレス決済の導入が単な

る決済手段の提供を超えて，何らかの付加価値を創出しない限りは，持続可能な決済手段

とはならないであろう。結果としてキャッシュレス決済は普及しないと考えられる。事業

者によるキャッシュレス決済サービスの導入がどのような経営成果をもたらすのかについ

て実証的な検証が急務である。

　本稿では，我が国おけるキャッシュレス決済サービスの利用実態と導入による経営成果

への影響を明らかにするために，２０２１年１１月１６日から２０２１年１１月２２日にかけて WEB アン

ケートで実施された『事業者のキャッシュレス決済サービスの利用実態ならびに経営成果

に関する調査』によって取得されたサンプルを利用して記述統計による分析を行った。そ

の主な結果として，�決済全体に占めるキャッシュレス決済の割合は３割程度であるが，

ばらつきが大きいこと，�キャッシュレス決済の内訳としては，クレジットカードの決済

割合が７割程度とその多くを占めること，�キャッシュレス決済の導入による効果として

経費削減は認められず，売上高の増加に資するような効果も認められないこと，そして，

�約６割の事業者がキャッシュレス決済の導入による生産性の向上を認めていないこと，

の４点が挙げられる。

　 後に，今後の課題について述べておきたい。本稿では記述的統計による分析にとど

まっており，仮説の検証等は実施していない。推測的統計による検証によって，本稿で得

られた結果の頑健性を確認する必要がある。また，キャッシュレス決済の導入の効果が事

業者の属性に依存するかという点についても検証を実施していない。より深くキャッシュ

レス決済の導入と経営成果の関係を理解するためには，計量経済学の手法を用いた分析が

必要であろう。 
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� 当該事業は「災害時のキャッシュレス決済実証事業」と「面的キャッシュレス・インフラの構
築支援事業」の２つに分かれており，災害が発生した場合を想定したキャッシュレス決済の運用
の検証と，地域で一体的にキャッシュレス決済を導入する取り組みを支援する事業である。



第６８巻　第３号

─　　（　　）─230

参　考　文　献

Wakamori, N., and Welte, A.（２０１７）“Why do shoppers use cash ?　Evidence from shopping 

diary data,”Journal of Money, Credit and Banking, ４９（１）, １１５�１６９.

キャッシュレス推進協議会（２０２１）「キャッシュレス・ロードマップ２０２１」（URL：https://www. 

paymentsjapan.or.jp/wordpress/wp -content/uploads/２０２１/０５/roadmap２０２１.pdf　閲覧日

２０２２年１月１０日）

経済産業省（２０１８）「キャッシュレス・ビジョン」（URL：https://www.meti.go.jp/press/２０１８/０４/ 

２０１８０４１１００１/２０１８０４１１００１-１.pdf　閲覧日２０２２年１月１０日）

経済産業省（２０２１）「キャッシュレス決済 実態調査アンケート集計結果」（URL: https://www.meti.go. 

jp/press/２０２１/０６/２０２１０６１８００２/２０２１０６１８００２-１.pdf　閲覧日２０２２年１月１０日）

長谷部智也（２０２０）『キャッシュレス・マーケティング：ウィン―ウィンの仕組みを築く』　日本経済

新聞出版。

藤原賢哉（２０２１）「消費者購買パネルデータを利用したキャッシュレス統計の構築とその活用可能性

について」国民経済雑誌，第２２４巻第１号，pp.９１�１０６。

1140



我が国事業者におけるキャッシュレス決済サービスの利用実態（中岡・藤原・鞆）

─　　（　　）─231 1141



第６８巻　第３号

─　　（　　）─232 1142



我が国事業者におけるキャッシュレス決済サービスの利用実態（中岡・藤原・鞆）

─　　（　　）─233 1143



第６８巻　第３号

─　　（　　）─234 1144



我が国事業者におけるキャッシュレス決済サービスの利用実態（中岡・藤原・鞆）

─　　（　　）─235 1145



第６８巻　第３号

─　　（　　）─236 1146



我が国事業者におけるキャッシュレス決済サービスの利用実態（中岡・藤原・鞆）

─　　（　　）─237 1147



第６８巻　第３号

─　　（　　）─238 1148



我が国事業者におけるキャッシュレス決済サービスの利用実態（中岡・藤原・鞆）

─　　（　　）─239 1149



第６８巻　第３号

─　　（　　）─240 1150



我が国事業者におけるキャッシュレス決済サービスの利用実態（中岡・藤原・鞆）

─　　（　　）─241 1151



第６８巻　第３号

─　　（　　）─242 1152



我が国事業者におけるキャッシュレス決済サービスの利用実態（中岡・藤原・鞆）

─　　（　　）─243 1153



第６８巻　第３号

─　　（　　）─244 1154




